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第１０ 自動火災報知設備 

１ 受信機 

   受信機は、次に適合すること。 

(1) 常用電源  

ア 交流電源 

(ｱ) 電源の電圧及び容量が適正であること。 

    (ｲ) 定格電圧が６０Ｖを超える受信機の金属製外箱は、接地工事を施すこと。 

    (ｳ) 電源は、専用回路とすること。 

イ 蓄電池設備  

蓄電池設備を常用電源として使用する場合は、蓄電池設備の基準（昭和４８年消防庁告示第２号）に

適合するものを使用すること。 

(2) 非常電源  

第２「非常電源」の例によるほか、受信機の予備電源が非常電源の容量を超える場合は、非常電源を省

略することができる。  

(3) 設置場所等  

ア 防災センター等の常時人がいる場所に設置すること。 

イ テナントビル、共同住宅等その管理及び営業時間等が別となるものにあっては、避難階の共用部分等

の受信機の状態を容易に確認することができる場所に設置することができる。この場合、いたずら防止

等の措置を講じるよう努めること。 

ウ 温度若しくは湿度が高く、又は衝撃、振動等が激しい等、受信機の機能に影響を与える場所には設け

ないこと。  

エ 操作上又は点検上障害とならないよう、有効な空間を確保すること。 

オ 地震動等の震動による障害がないよう堅ろうに、かつ、傾きのないように設置すること。 

カ 一の防火対象物ごとに受信機を設置すること。ただし、同一敷地内に自動火災報知設備が設置される

複数の防火対象物がある場合であって、次の事項に該当するときは、一の受信機で警戒することができ

る。 

(ｱ) 防災センター等の集中的な管理ができる火災受信場所があること。 

    (ｲ) 各建物と火災受信場所との間に、通話装置が設けられていること。 

キ 省令第２４条第２号トの受信機のある場所相互間に設ける同時に通話することができる設備は、次に

掲げるものをいう。  

(ｱ) 発信機（Ｐ型１級、Ｔ型）  

(ｲ) 非常電話  

(ｳ) インターホン  

ク 放送設備が設置される防火対象物にあっては、操作部と併設すること。★  

(4) 機器  

   ア 検定品であること。 

イ 一の表示窓で、２以上の警戒区域を表示しないこと。 
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ウ 主電源は、原則として交流電源とすること。 

エ 煙感知器等を他の設備と兼用するものにあっては、火災信号を他の設備の制御回路等を中継しないで

表示すること。ただし、火災信号の伝送に障害とならない方法で、兼用するものにあっては、この限り

でない。 

(5) 警戒区域 

ア 警戒区域は、防火対象物の２以上の階にわたらないこと。ただし、次に該当する場合は、この限りで

ない。 

(ｱ) 一の警戒区域の面積が５００㎡以下で、かつ、２の階にわたる当該警戒区域内に相互の階を結ぶ

階段を有する場合（第１０－１図参照） 

(ｲ) 階段、傾斜路、エレベーター昇降路、パイプダクトその他これらに類する場所に煙感知器を設け

る場合 

イ １の警戒区域の面積は、６００㎡以下とし、その一辺の長さは５０ｍ以下（光電式分離型感知器を設

置する場合は１００ｍ以下）とすること。ただし、当該防火対象物の主要な出入口から、その内部を見

とおすことができる場合は、その面積を１，０００㎡以下とすることができる。 

ウ 小屋裏、天井裏等は、階ではないため２階部分と同一の警戒区域とすることができるが、当該警戒区

域の面積は、６００㎡以下とすること。この場合、小屋裏、天井裏等には容易に感知器の作動状況を確

認できる点検口を設けること（第１０－２図参照） 
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小屋裏や天井裏は階ではな

いが、警戒区域の面積には算

入する。この場合、容易に感

知器の差動状況を確認でき

る点検口があること。 



第 10 自動火災報知設備 

3-133 

エ 警戒区域の面積は、感知器の設置が免除されている場所（便所、浴室等）も含めて算出すること。た

だし、開放された階段部分及び別の警戒区域となる階段、傾斜路、エレベーター昇降路、パイプダクト

その他これらに類する場所の面積は除外することができる。 

なお、警戒区域の面積の算出に当たっては、壁等の中心線を境界線とすること。 

オ 階段、傾斜路等にあっては、垂直距離４５ｍ以下ごとに一の警戒区域とし、地下部分と地上部分を有

する場合は、別の警戒区域とすること。ただし、地下部分の階数が１以下の場合にあっては、同一の警

戒区域とすることができる。★ 

カ 階段、傾斜路、エレベーター昇降路、パイプダクトその他これらに類する場所と各階の居室、廊下等

は、別の警戒区域とすること。 

キ 水平距離で５０ｍ以内にある階段、傾斜路、エレベーター昇降路、パイプダクトその他これらに類す

る場所は、同一の警戒区域とすることができる。ただし、頂部が３階層以上離れている場合及び頂部が

地上と地下とに分かれる場合は、別の警戒区域とすること。 

ク 階数が２以下の階段は、当該階の居室と同一の警戒区域とすることができる（第１０－３図参照）。 

ケ 各階の階段がそれぞれ歩行距離５ｍ末満の範囲内で異なった位置に設けられている場合は、直通階段

とみなして同一の警戒区域とすることができる。 

(6) 蓄積機能 

７「蓄積機能」によること。 

(7) 地区音響装置の鳴動停止機能 

地区音響装置と放送設備が併設される場合は、非常放送中に地区音響装置の鳴動を自動的に停止するよ

うに措置すること。 

(8) 再鳴動機能 

省令第２４条第１項第２号ハの規定によるほか、次によること。 

なお、放送設備を省令第２５条の２に定めるところにより設置し、自動火災報知設備の作動と連動して

警報を発するように措置されている場合は、再鳴動機能を要さないものであること。（平成１０年以降に

型式承認を受けた受信機（型式承認番号が「受第１０～○○号」以降のもの）は全て再鳴動機能付きで

ある。） 
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第１０－３図
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２ 感知器  

(1) 適応感知器 

感知器は、省令第２３条第４項から第７項までの規定によるほか、次により設置場所の環境状態に適応

する感知器を選択すること。  

ア 多信号感知器以外の感知器 

多信号感知器以外の感知器を設置する場合は、次の各号に該当する場所に適応する感知器を第１０－

１表、第１０－２表により決定すること。 

(ｱ) 第１０－１表の適用 

省令第２３条第４項第１号ニ(ｲ)から(ﾄ)まで及びホ(ﾊ)に掲げる場所 

(ｲ) 第１０－２表の適用 

ａ 省令第２３条第５項に掲げる場所のうち、第１０－２表の環境状態の項に掲げる場所で非火災報

又は感知の遅れが発生するおそれがあるときは、同表中の適応煙感知器又は炎感知器を設置するこ

と。 

ｂ 省令第２３条第６項第２号及び第３号に掲げる場所のうち、第１０－２表の環境状態の項に掲げ

る場所で非火災報又は感知の遅れが発生するおそれがあるときは、同表中の適応煙感知器、熱感知

器又は炎感知器を設置すること。 

ｃ 前ａ又はｂにより煙感知器を設置した場合、非火災報が頻繁に発生するおそれ又は感知が著しく

遅れるおそれがある場所に設置する場合にあっては、第１０－２表中の適応熱感知器を設置するこ

と。  

イ 多信号感知器及び複合式感知器 

多信号感知器又は複合式感知器を設置する場合は、当該感知器の有する性能（種類、感度種別、公称

作動温度、蓄積、非蓄積型の別等）の全てが前ア(ｱ)の設置条件に適応する感知器を設置すること。 
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第１０－１表 

設置場所 適応感知器 

炎

感

知

器

備     考 
環境状態 

具体

例 

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型

差
動
式
分
布
型

補
償
式
ス
ポ
ッ
ト
型

定

温

式

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型１

種
２
種

１
種

２
種

１
種

２
種

特
殊

１
種

省
令
第
二
十
三
条
第
四
項
第
一
号
ニ
（
イ
）
か
ら
（
ト
）
ま
で
に
掲
げ
る
場
所
及
び
同
号
ホ
（
ハ
）
に
掲
げ
る
場
所

塵
埃
、
微
粉
等
が
多
量
に
滞
留
す
る
場
所

ご
み
集
積
所
、
荷
捌
所
、
塗
装
室
、
紡
績
、
製
材
、
石
材
等
の
加
工
場

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 省令第 23 条第 5 項第 6 号の規定によ

る地階、無窓階及び 11 階以上の部分で

は、炎感知器を設置しなければならない

とされているが、炎感知器による監視が

著しく困難な場合等については、令第 32

条を適用して、適応感知器を設置できる

ものであること。 

2 差動式分布型感知器を設ける場合は、

検出部に塵埃、微粉等が侵入しない措置

を講じたものであること。 

3 差動式スポット型感知器又は補償式

スポット型感知器を設ける場合は、塵

埃、微粉等が侵入しない構造のものであ

ること。 

4 定温式感知器を設ける場合は、特殊が

望ましいこと。 

5 紡績、製材の加工場等火災拡大が急速

になるおそれのある場所に設ける場合

は、定温式感知器にあっては特種で公称

作動温度 75 度以下のもの、熱アナログ

式スポット型感知器にあっては火災表

示に係る設定表示温度を摂氏 80 度以下

としたものが望ましいこと。 

水
蒸
気
が
多
量
に
滞
留
す
る
場
所

蒸
気
洗
浄
室
、
脱
衣
室
、
湯
沸
室
、
消
毒
室
等

× × × ○ × ○ ○ ○ ○ ×

1 差動式分布型感知器又は補償式スポ

ット型感知器は、急激な温度変化を伴わ

ない場所に限り使用すること。 

2 差動式分布型感知器を設ける場合は、

検出部に水蒸気が侵入しない措置を講

じたものであること。 

3 補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器

を設ける場合は、防水型を使用するこ

と。 
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腐
食
性
ガ
ス
が
発
生
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
場
所

メ
ッ
キ
工
場
、
バ
ッ
テ
リ
ー
室
、
汚
水
処
理
場
等

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1 差動式分布型感知器を設ける場合は、

感知部が被覆され、検出部が腐食性ガス

の影響を受けないもの又は検出部に腐

食性ガスが侵入しない措置を講じたも

のであること。 

2 補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器

を設ける場合は、腐食性ガスの性状に応

じ、耐酸型又は耐アルカリ型を使用する

こと。 

3 定温式感知器を設ける場合は、特種が

望ましいこと。 

厨
房
そ
の
他
正
常
時
に
お
い

て
煙
が
滞
留
す
る
場
所

厨
房
室
、
調
理
室
、
溶
接
作
業

室
等

× × × × × × ○ ○ ○ ×

  厨房、調理室等で高湿度となるおそれ

のある場所に設ける感知器は、防水型を

使用すること。 

著
し
く
高
温
と
な
る
場
所

乾
燥
室
、
殺
菌
室
、
ボ
イ

ラ
ー
室
、
鋳
造
場
、
映
写

室
、
ス
タ
ジ
オ
室

× × × × × × ○ ○ ○ ×

排
気
ガ
ス
が
多
量
に
滞
留
す
る
場
所

駐
車
場
、
車
庫
、
荷
物
取
扱
所
、
車

路
、
自
家
発
電
室
、
ト
ラ
ッ
ク
ヤ
ー

ド
、
エ
ン
ジ
ン
テ
ス
ト
室
等

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○

1 省令第 23 条第 5 項第 6 号の規定によ

る地階、無窓階及び 11 階以上の部分で

は、炎感知器を設置しなければならない

とされているが、炎感知器による監視が

著しく困難な場合等については、令第 32

条を適用して、適応熱感知器を設置でき

るものであること。 

2 熱アナログ式スポット型感知器を設

ける場合は、火災表示にかかる設定表示

温度は 60度以下であること。 

煙
が
多
量
に
流
入
す
る
お
そ
れ
の
あ
る

場
所

配
膳
室
、
厨
房
の
前
室
、
厨
房
内
に
あ

る
食
品
庫
、
ダ
ム
ウ
エ
ー
タ
ー
、
厨
房

周
辺
の
廊
下
及
び
通
路
、
食
堂
等

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1 固形燃料等の可燃物が収納される配

膳室、厨房の前室等に設ける定温式感知

器は、特種のものが望ましいこと。 

2 厨房周辺の廊下及び通路、食堂等につ

いては、定温式感知器を使用しないこ

と。 

3 上記2の場所に熱アナログ式スポット

型感知器を設ける場合は、火災表示にか

かる設定表示温度は 60 度以下であるこ

と。 
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結
露
が
発
生
す
る
場
所

ス
レ
ー
ト
又
は
鉄
板
で
葺
い
た
屋
根
の
倉
庫
・
工

場
、
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
冷
却
機
専
用
の
収
納
室
、
密

閉
さ
れ
た
地
下
倉
庫
、
冷
凍
室
の
周
辺
等

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

1 補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器

を設ける場合は、防水型を使用するこ

と。 

2 補償式スポット型感知器は、急激な温

度変化を伴わない場所に限り使用する

こと。 

火
を
使
用
す
る
設
備
で
火
炎
が
露
出

す
る
も
の
が
設
け
ら
れ
て
い
る
場
所

ガ
ラ
ス
工
場
、
キ
ュ
ー
ポ
ラ
の
あ
る
場

所
、
溶
接
作
業
所
、
厨
房
、
鋳
造
所
、

鍛
造
所
等

× × × × × × ○ ○ ○ ×

注 1 ○印は、当該場所に適応することを示し、×印は当該設置場所に適応しないことを示す。 

2 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（炎感知器にあっては公称監視距

離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。 

3 差動式スポット型、差動式分布型および補償式スポット型の 1種は感度が良いため、非火災報の発生につ

いては 2種に比べて不利な条件にあることに留意すること。 

  4 差動式分布型 3種および定温式 2種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

5 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれも表 1により適応する

感知器とされたものであること。 
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第１０－２表 

設置場所 適応熱感知器 適応煙感知器 

炎

感

知

器

備  考 

環

境

状

態

具

体

例

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型

差
動
式
分
布
型

補
償
式
ス
ポ
ッ
ト
型

定

温

式

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

イ
オ
ン
化
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
式
ス
ポ
ッ
ト
型

イ
オ
ン
化
式
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型

光
電
式
分
離
型

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
分
離
型

喫
煙
に
よ
る
煙
が
滞
留
す
る
よ
う
な
換

気
の
悪
い
場
所

会
議
室
、
応
接
室
、
休
憩
室
、
控
室
、

楽
屋
、
娯
楽
室
、
喫
茶
室
、
飲
食
室
、

待
合
室
、
キ
ャ
バ
レ
ー
等
の
客
室
、
集

会
場
、
宴
会
場
等

○ ○ ○ ○* ○* ○ ○

就
寝
施
設
と
し
て
使

用
す
る
場
所

ホ
テ
ル
の
客
室
、
宿
泊

室
、
仮
眠
室
等

○* ○* ○* ○* ○ ○

煙
以
外
の
微
粒
子
が

浮
遊
し
て
い
る
場
所

廊
下
、
通
路
等

○* ○* ○* ○* ○ ○ ○

風
の
影
響
を
受

け
や
す
い
場
所

ロ
ビ
ー
、
礼
拝

堂
、
観
覧
場
、
塔

屋
に
あ
る
機
械

室
等

○ ○* ○* ○ ○ ○

煙
が
長
い
距
離
を
移
動
し
て

感
知
器
に
到
達
す
る
場
所

階
段
、
傾
斜
路
、
エ
レ
ベ
ー

タ
ー
昇
降
路
等 ○ ○ ○ ○

光電式スポット

型感知器又は光

電アナログ式ス

ポット型感知器

を設ける場合

は、当該感知器

回路に蓄積機能

を有しないこ

と。 
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注 1 ○印は当該場所に適応することを示す。 

2 ○*印は、当該設置場所に煙感知器を設ける場合は、当該感知器回路に蓄積機能を有することを示す。 

3 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（光電式分離型感知器にあっては

光軸、炎感知器にあっては公称監視距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示

す。 

4 差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型及び煙式（当該感知器回路に蓄積機能を有しないも

の）の 1種は感度がよいため、非火災報の発生については 2種に比べて不利な条件にあることに留意するこ

と。 

5 差動式分布型 3種及び定温式 2種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

6 光電式分離型感知器は、正常時に煙等の発生がある場合で、かつ、空間が狭い場所には適応しない。 

7 大空間でかつ天井が高いこと等により熱及び煙が拡散する場所で、差動式分布型又は光電式分離型 2種を

設ける場合にあっては 15ｍ未満の天井高さに、光電式分離型 1 種を設ける場合にあっては 20ｍ未満の天井

高さで設置するものであること。 

8 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが本表により適応感

知器とされたものであること。 

9 蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、省令第 24 条第 7 号の規定によるこ

と。 

燻
焼
火
災
と
な
る
お
そ
れ

の
あ
る
場
所

電
話
機
械
室
、
通
信
機
室
、

電
算
機
室
、
機
械
制
御
室

等

○ ○ ○ ○

大
空
間
で
、
か
つ
、
天
井
が
高
い
こ

と
等
に
よ
り
熱
及
び
煙
が
拡
散
す
る

場
所

体
育
館
、
航
空
機
の
格
納
庫
、
高
天

井
の
倉
庫
・
工
場
、
観
覧
席
上
部
等

で
感
知
器
取
付
け
高
さ
が
八
メ
ー
ト

ル
以
上
の
場
所

○ ○ ○ ○
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(2) 感知器の設置を要しない場所  

省令第２３条第４項第１号イからハまでの規定によるほか、次によること。  

ア 機械設備等の振動が激しい場所又は腐食性ガスの発生する場所等で、感知器の機能保持が困難な場所  

イ 温度の異常な上昇又は誘導障害等、非火災報を発するおそれのある場所  

ウ 便所、便所に付随した洗面所及び浴室の用途に供する場所 

エ 主要構造部を耐火構造とし、その開口部に特定防火設備又はこれと同等以上のものが設けられている

金庫室に供する場所  

   オ 恒温室、冷蔵室等で、当該場所における火災を早期に感知することができる自動温度調節装置が設け

られ、かつ、防災センター等の常時人のいる場所にその旨の移報がなされ、警報が発せられる場合 

   カ 主要構造部を耐火構造とした建築物又は準耐火構造の建築物の天井裏、小屋裏で不燃材料の床、壁及

び天井で区画されている部分 

キ 水平断面積１㎡未満のパイプシャフト等 

ク プールの上部、プールサイド上部（乾燥室、売店等の付属施設を除く。）又はアイススケートリンク

の滑走路部分 

ケ 不燃材料で造られている防火対象物又はその部分で、次に掲げるもの（当該部分の設備、物件が、原

動機、電動機等で出火のおそれが著しく少なく、延焼拡大のおそれがないと認められる部分を含む。） 

(ｱ) 浄水場、汚水処理場等の用途に供する建築物で、内部の設備が水管、貯水池又は貯水槽のみであ

る部分  

(ｲ) サイダー、ビール、ジュース工場等で洗浄又は充てん作業場等の部分  

(ｳ) 不燃性の金属、石材等の加工工場で可燃性のものを収納又は取り扱わない部分 

コ 押入、物置等で床面積１㎡未満のもの 

サ 前コ以外の押入、物置等（その内部に人が入って作業することができるものを除く。）で次のいずれ

かに該当するもの（第１０－４図参照） 

(ｱ) その場所で出火した場合でも隣室等への延焼のおそれのない構造 

(ｲ) その上部の天井裏に感知器を設けてあること。 

天 袋

上 段

下 段

不燃材料 

不
燃
材
料

押入れ等の壁及び天井が不燃材料の

場合 
(ａ) 

不燃材料 

不
燃
材
料

  天井裏の感知器なし 

(ｂ) 

耐火構造以外 

50ｃｍ未満 

天 袋

上 段

下 段
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(3) 差動式スポット型、定温式スポット型又は補償式スポット型その他の熱複合式スポット型の感知器は、

次によること。 

ア 感知器の下端は、取付け面の下方０．３ｍ以内の位置に設けること（第１０－５図参照）。 

0.3ｍ以内 

第１０－５図 

0.3ｍ以内 

天 袋

不燃材料以外 

不
燃
材
料

天井裏の感知器あり 

(ｃ) 

不燃材料以外 

不
燃
材
料
以
外

   天井裏の感知器あり 

(ｄ) 

耐火構造以外 

50ｃｍ以上 50ｃｍ以上 

耐火構造以外 

上 段

下 段

天 袋

上 段

下 段

不燃材料以外 

材
料
の
種
別
に

か
か
わ
ら
ず

天井裏の感知器なし 

(ｅ) 

不燃材料以外 

不
燃
材
料
以
外

  天井裏の感知器なし 

(ｆ) 

耐火構造 
耐火構造以外 

50ｃｍ未満 

天 袋

上 段

下 段

天 袋

上 段

下 段 

上 段

下 段

天 袋

不燃材料以外 

不
燃
材
料

   天井裏の感知器なし 

(ｇ) 

耐火構造 

第１０－４図
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イ 感知器は、感知区域（それぞれ壁又は取付け面から０．４ｍ（差動式分布型感知器又は煙感知器を設

ける場合にあっては０．６ｍ）以上突出したはり等によって区画された部分をいう。以下この項におい

て同じ。）ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて、第１０－３表で定める床面積（多信号

感知器にあっては、その有する種別に応じて定める床面積のうち、最も大きい床面積。差動式分布型（熱

半導体のもの）及び煙感知器（光電式分離型感知器を除く。）において同じ。）につき１個以上の個数を、

火災を有効に感知するように設けること。 

第１０－３表

          取付け面の高さ

           構 

感知器種別             造 

４ｍ未満 ４ｍ以上８ｍ未満 

耐 火 その他 耐 火 その他 

差動式スポット型 
１ 種 ９０㎡ ５０㎡ ４５㎡ ３０㎡ 

２ 種 ７０㎡ ４０㎡ ３５㎡ ２５㎡ 

補償式スポット型 
１ 種 ９０㎡ ５０㎡ ４５㎡ ３０㎡ 

２ 種 ７０㎡ ４０㎡ ３５㎡ ２５㎡ 

定温式スポット型 

特 種 ７０㎡ ４０㎡ ３５㎡ ２５㎡ 

１ 種 ６０㎡ ３０㎡ ３０㎡ １５㎡ 

２ 種 ２０㎡ １５㎡   

熱アナログ式スポット型 ７０㎡ ４０㎡ ３５㎡ ２５㎡ 

  注：耐火＝主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分（以下各表において同じ。） 

    その他＝その他の構造の防火対象物又はその部分（以下各表において同じ。） 

ウ 感知器は、換気口等の空気吹出口から１．５ｍ以上離れた位置に設けること（第１０－６図）。 

1.5ｍ以上

吹出し口 

吹
出
し
口

ａ 

1.5ｍ以上

ただしａの距離が1ｍ以上

離れている場合は、状況に

より1.5ｍ以内とすること

ができる。 

第１０－６図
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エ ０．４ｍ未満のはりによって区画された部分が連続する場合は、感知器を千鳥配置となるように設け

ること（第１０－７図参照）。 

オ 感知器を短辺が３ｍ未満の細長い居室等に設ける場合は、歩行距離で第１０－４表の数値以内ごとに

１個以上設けること（第１０－８図参照）。 

第１０－４表

取付け間隔 

構 

感知器種別             造

歩行距離Ｌ 

耐  火 そ の 他 

差動式スポット型 
１ 種 １５ｍ １０ｍ 

２ 種 １３ｍ ８ｍ 

補償式スポット型 
１ 種 １５ｍ １０ｍ 

２ 種 １３ｍ ８ｍ 

定温式スポット型 
特 種 １３ｍ ８ｍ 

１ 種 １０ｍ ６ｍ 

熱アナログ式スポット型 １３ｍ ８ｍ 

カ はり等の深さが０．４ｍ以上１ｍ未満で小区画が連続している場合は第１０－５表に示す範囲内ごと

に同一の感知区域とすることができる。この場合、各区画は感知器を設置した区画に隣接していなけれ

ばならない（第１０－９図参照）。 

Ｌ以下 Ｌ以下 1/2Ｌ以下 

3ｍ未満 

第１０－８図

0.4m 未満のはり 

第１０－７図
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第１０－５表 

          感知区域 

構 

感知器種別         造

合計面積 

耐 火 その他 

差動式スポット型 
１ 種 ２０㎡ １５㎡ 

２ 種 １５㎡ １０㎡ 

補償式スポット型 
１ 種 ２０㎡ １５㎡ 

２ 種 １５㎡ １０㎡ 

定温式スポット型 
特 種 １５㎡ １０㎡ 

１ 種 １３㎡ ８㎡ 

熱アナログ式スポット型 １５㎡ １０㎡ 

キ ０．４ｍ以上１ｍ未満のはり等によって区画された５㎡以下の小区画が１つ隣接してある場合は、当

該小区画を含めて同一の感知区域とすることができる。この場合、感知器は小区画に近接するように設

けること（第１０－１０図参照）。 

なお、小区画を加えた面積の合計は、感知器の種別によって定められた感知面積の範囲内であること。 

ク 段違いの天井で、当該段違いの深さが０．４ｍ未満の場合は、同一の感知区域とすることができる（第

１０－１１図参照）（図中の主たる取付け面とは、同一の感知区域内で取付け面の高さが異なる部分が

ある場合、その取付け面の高さに応じた面積のうち、最も広い部分の取付け面をいう。以下この項にお

いて同じ。） 

0.4ｍ未満 

主たる取付け面 

同一の感知区域 同一の感知区域 

0.4ｍ未満 

主たる取付け面 

(ａ) (ｂ) 

第１０－１１図

0.4ｍ以上～1ｍ未満のはり等 

合計で第１０

－５表の面積

の範囲内であ

ること。 

第１０－９図

5 ㎡以下 

0.4ｍ以上～1ｍ 

未満のはり等 
小区画に近接

して設置する

こと。 

第１０－１０図
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ケ 段違いの天井で、当該段違いの深さが０．４ｍ以上の場合であって、次のものは同一の感知区域とす

ることができる。 

(ｱ) 居室等の幅が６ｍ未満の場合 

段違いを含む居室等の幅が６ｍ未満の場合は同一の感知区域とすることができる。この場合、段違

いの高い部分の幅が１．５ｍ以上のときは、高い天井面に感知器を設けること（第１０－１２図参照）。 

(ｲ) 居室等の幅が６ｍ以上の場合 

段違いの居室等の幅が６ｍ以上の場合で、段違いの低い部分が３ｍ未満又は段違いの高い部分が 

１．５ｍ未満のときは、同一の感知区域とすることができる（第１０－１３図参照）。 

コ 段違い天井が中央部にある場合 

主たる取付け面より低い（又は高い）段違いの部分の幅が６ｍ（又は３ｍ）未満の場合は、高い（又

は低い）天井面と同一の感知区域とすることができる（第１０－１４図から第１０－１７図まで参照）。 

0.4ｍ以上 

主たる取付け面 

同一の感知区域 

(ａ) 

第１０－１２図

6ｍ未満

0.4ｍ以上

主たる取付け面 

同一の感知区域 

(ｂ) 

6ｍ未満

1.5ｍ以上

0.4ｍ以上 

主たる取付け面 

同一の感知区域 

(ａ) 
第１０－１３図

6ｍ以上

(ｂ) 

3ｍ未満 

0.4ｍ以上 

主たる取付け面 

1.5ｍ未満

同一の感知区域 

6ｍ以上
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   (ｱ) 段違いが低い場合 

 (ｲ) 段違いが高い場合 

0.4ｍ以上 

    ａ              ｂ     ｃ 

1.5ｍ以上 1.5ｍ以上 6ｍ未満 

第１０－１４図

主たる取付け面 主たる取付け面 

ａ、ｂ、ｃは同一の感知区域とすることができる。 

0.4ｍ以上 

    ａ              ｂ     ｃ 

1.5ｍ未満 1.5ｍ未満 6ｍ以上 

第１０－１５図 

主たる取付け面 

ａ、ｂ、ｃは同一の感知区域とすることができる。 

3ｍ未満 

主たる取付け面 

0.4ｍ以上 

3ｍ以上 3ｍ以上 

      ａ       ｃ     ｂ 

主たる取付け面 

第１０－１６図

ａ、ｂ又はｂ、ｃは同一の感知区域とすることができる。 

3ｍ未満 

主たる取付け面 

0.4ｍ以上 

3ｍ未満 3ｍ未満 

      ａ       ｃ     ｂ 

第１０－１７図

ａ、ｂ、ｃは同一の感知区域とすることができる。 
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サ 取付け面から０．５ｍ未満の部分に棚又は張出しがある場合は、当該棚又は張出しに相当する天井面

の部分には感知器を設けないことができる（第１０－１８図参照）。 

シ 傾斜形の天井で当該天井の傾斜角度が１０分の３未満の場合は、平面天井とみなして感知器を設けて

差し支えない。 

なお、傾斜角度が１０分の３以上の場合は、同一の感知区域内における感知器の必要個数を前(3)イ

の方法で算出し、傾斜天井の頂部に設けるほか、壁等までの距離が第１０－６表に示す感知器設定線Ｌ

ｍを超える場合には、頂部からＬｍごとにＬｍのほぼ中間に設けること（第１０－１９図参照）。ただ

し、傾斜角度が大きい場合は、Ｌｍの範囲内で頂部が密となるように設けること。 

また、天井面の傾斜が左右同一の場合は、感知器も頂部を中心に左右対称となるように設けること。 

棚又は張り出しに相当する天井面には 

感知器を設けないことができる。 

棚又は張り出し 

0.5ｍ未満 

第１０－１８図

ｈ 
Ｌ未満 Ｌ未満 

3 以上 

10 

(ａ) 

Ｌ未満 Ｌ Ｌ 

(ｂ) 

第１０－１９図

3 以上 

10 
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第１０－６表

構造 

平均高 

感知器種別 

感知器設定線Ｌ 

耐   火 そ の 他 

4ｍ未満 4ｍ以上 8ｍ未満 4ｍ未満 4ｍ以上 8ｍ未満 

差動式スポット型 
１ 種 ９ｍ ７ｍ ７ｍ ６ｍ 

２ 種 ８ｍ ６ｍ ６ｍ ５ｍ 

補償式スポット型 
１ 種 ９ｍ ７ｍ ７ｍ ６ｍ 

２ 種 ８ｍ ６ｍ ６ｍ ５ｍ 

定温式スポット型 
特 種 ８ｍ ６ｍ ６ｍ ５ｍ 

１ 種 ７ｍ ５ｍ ５ｍ ４ｍ 

熱アナログ式スポット型 ８ｍ ６ｍ ６ｍ ５ｍ 

ス のこぎり形の天井で当該天井の傾斜角度が１０分の３以上の場合は、前シの傾斜形の天井の場合に準

じて感知器を設けること。ただし、感知区域の設定は、第１０－２０図中ｄの深さが０．４ｍ以上の場

合は、傾斜角度に関係なく同図中ａとｂは別の感知区域とすること。 

セ 円形の天井で円形部の最低部と最頂部とを結ぶ線の傾斜角度が１０分の３以上の場合は、前スの傾斜

形の天井の場合に準じてもうけること。ただし、第１０－２１図中ｄの深さが０．４ｍ以上の場合は、

傾斜角度に関係なく同図中ａとｂは別の感知区域とすること。 

3 以上 

10 

ａ ｂ 

(ａ) 

ｄ 

ａ ｂ 

(ｂ) 

ｄ 

3 未満 

10 

第１０－２０図

3 以上 

10 

（断面図）

ｄ 

ａ ｂ 

（平面図）
第１０－２１図
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ソ 越屋根の天井の場合は、前シの傾斜形の天井に準じて感知器を設けること。ただし、越屋根部につい

ては次により設けること。 

なお、越屋根がある場合の感知器の設置は、換気等の目的に使用されることを想定するとともに、構

造等を十分に確認し、火災を有効に感知できるように設けること。 

(ｱ) 越屋根部の幅が１．５ｍ未満の場合は、越屋根部の基部にそれぞれ１個以上の感知器を設け（第

１０－２２図参照）、その他の部分には前シの例により設けること。 

(ｲ) 越屋根部の幅が１．５ｍ以上の場合は、越屋根の合掌部及び越屋根部の基部にそれぞれ１個以上

の感知器を設け（第１０－２３図参照）、その他の部分には前シの例により設けること。 

3 以上 

10 

1.5ｍ未満 

(断面図) 

1.5ｍ未満 

(立面図) 

第１０－２２図

3 以上 

10 

1.5ｍ以上 

(断面図) 

1.5ｍ以上 

(平面図) 

第１０－２３図
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(ｳ) 越屋根が換気等の目的に使用されているもの又は越屋根部の構造上、感知器の設置が困難なもの

にあっては、越屋根の合掌部に設ける感知器を熱の流通経路となる位置で、かつ、左右対称となるよ

うに設けること（第１０－２４図参照）。 

(4) 差動スポット試験器の設置★ 

差動式スポット型感知器の設置場所が、機能試験を行うのに困難な場所や危険を伴う場所である場合に

は、当該場所の出入口付近に差動スポット試験器をあらかじめ設けておくこと（第１０－２５図参照）。

ただし、電気室等でキュービクル式の変電設備等が設けられている場合は、この限りでない。 

なお、差動スポット試験器を２以上設置する場合は、当該差動スポット試験器と対応した番号を付する

こと。また、試験器と感知器とを接続する空気管は、長さが指定されているので、その指定の長さの範囲

内とすること。 

(5) 差動式分布型感知器（空気管式のもの） 

ア 空気管の露出最少長は、感知区域ごとに２０ｍとすること。 

また、小規模な居室等で取付け面の各辺に空気管を設置しても、露出長が２０ｍに満たない場合は、

２重巻き又はコイル巻きとして２０ｍ以上とすること（第１０－２６図参照）。 

3 以上 

10 

1.5ｍ以上 

(断面図) 

第１０－２４図

基部に移す 

1.5ｍ以上 

越
屋
根
部
分(

換
気
口) 

(平面図) 

Ｔ

Ｔ

試験器 

P×3(19) 

×3

P×1(19) 

P×2(19) 

P×1(19) 

第１０－２５図

P は接続空気管又は 

銅パイプを示す。 
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イ 一の検出部に接続する空気管の長さは１００ｍ以下とすること。この場合、検出部に接続するリード

用空気管も長さに含まれるものであること。 

ウ 空気管の取付け位置は、取付け面の下方０．３ｍ以内の位置に設け、かつ、感知区域の取付け面の各

辺から１．５ｍ以内の位置とすること（第１０－２７図参照）。 

エ 相対する空気管の相互距離は、主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分にあっては９ｍ

以下、その他の構造の防火対象物又はその部分にあっては６ｍ以下となるように設けること（第１０－

２８図参照）。ただし、感知区域の規模又は形状により有効に火災の発生を感知することができる場合

で、次による場合は、この限りでない。 

小感知区域 

２重巻 

(ａ) 

小感知区域 

コイル巻 

(ｂ) 

第１０－２６図

Ｌ ℓ

ℓ

ℓ

ℓ
Ｌ＝9(6)ｍ以下 

ℓ＝1.5ｍ以内 

( )内の数値は主要構造部を

耐火構造とした建築物以外の

場合を示す。(以下同じ。) 

第１０－２８図

0.3ｍ以内 

斜線内の位置に空気

管を布設する。 

第１０－２７図

1.5ｍ以内 

0.3ｍ以内

天井面 

空気管 

（ａ） （ｂ） 
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(ｱ) 一辺省略 

ａ 壁面に沿う一辺を省略することができる（第１０－２９図参照）。 

ｂ 前ａの形状を２段に重ねたもので、下の段の一辺省略の部分は壁に沿っていないが、上段の底辺

が省略部分を通り、かつ、同一の検出部に接続されている場合に有効とされている（第１０－３０

図参照）。 

(ｲ) 二辺省略 

空気管の短い方の相互間隔（Ｌ´の方向）を６(５)ｍ以下とした場合は、他の相互間隔（Ｌ1 の方

向）を９(６)ｍ以上とすることができる（第１０－３１図参照）。 

Ｌ 

ℓ
ℓ

ℓ

第１０－３０図

Ｌ Ｌ Ｌ

ℓ ℓℓ

ℓℓ

ℓ

ℓℓ

第１０－２９図
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(ｳ) 一辺省略と二辺省略の組合せ 

工場、倉庫、体育館等は、一辺省略と二辺省略とを組合せて設けることができる（第１０－３２図

参照）。 

オ ０．６ｍ以上１ｍ未満の突出したはり等で２以上連続して区画されている場合は、隣接する区画との

合計面積２０㎡以下ごとに一の感知区域とし、区画ごとに１本以上の空気管を設置し、露出長が２０ｍ

以上とすることができる（第１０－３３図参照）。ただし、一の区画の面積が２０㎡を超える場合又は

はり等の深さが１ｍ以上の場合は、一の感知区域とすること。 

Ｌ́ Ｌ́ Ｌ́ Ｌ́ Ｌ́ Ｌ́ 

ℓ

ℓℓ

ℓℓ

ℓ

ℓ ℓ

ℓ

Ｌ́＝6(5)ｍ以下 

ℓ＝1.5ｍ以内 

Ｌ1は 9(6)ｍ以上とする

ことができる。

Ｌ1

第１０－３１図

Ｌ́  

Ｌ́  

Ｌ́  
Ｌ1

ℓ 

ℓ 

第１０－３２図 
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カ ０．６ｍ以上１ｍ未満のはり等で区画された５㎡以下の小区画が１つ隣接している場合は、当該小区

画を含めて同一の感知区域とすることができる（第１０－３４図参照）。 

キ 段違いの深さが０．６ｍ未満であれば、平面の天井とみなして同一の感知区域とすることができる（第

１０－３５図参照）。 

5 ㎡ 

5 ㎡ 

5 ㎡ 

5 ㎡ 

5 ㎡ 5 ㎡ 5 ㎡ 

5 ㎡ 

5 ㎡ 

0.6ｍ～1ｍ未満のはり等 

0.6ｍ～1ｍ未満のはり等 

5 ㎡ 

以下 
10 ㎡以下 5 ㎡ 

以下 

(ａ) (ｂ) 
第１０－３３図

0.6ｍ未満 

主たる取付け面 

同一の感知区域 同一の感知区域 

0.6ｍ未満 

主たる取付け面 

(ａ) (ｂ) 

第１０－３５図

5 ㎡ 

以下 

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

Ｌ
Ｌ

ℓ 5 ㎡以下 

ℓ

ℓ

ℓ

0.6ｍ～1ｍ未満のはり等 

0.6ｍ～1ｍ未満 

のはり等 

第１０－３４図
(ａ) (ｂ) 
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ク 段違いの深さが０．６ｍ以上であって、次のような場合は同一の感知区域とすることができる。 

(ｱ) 主たる取付け面より深さが０．６ｍ以上の低い段違いが壁面にある場合で、段違いの部分の幅が

３㎡未満の場合は同一の感知区域とすることができる。ただし、当該部分の幅が３ｍ以上の場合は、

別の感知区域とする（第１０－３６図参照）。 

(ｲ) 主たる取付け面より深さが０．６ｍ以上の高い段違いが壁面にある場合で、段違いの部分の幅が

１．５ｍ未満の場合は、同一の感知区域とすることができる。ただし、当該部分の幅が１．５ｍ以上

の場合は、別の感知区域とする（第１０－３７図参照）。  

(ｳ) 主たる取付け面より深さが０．６ｍ以上の低い段違いが中央にある場合で、その低い部分の幅が

主要構造部を耐火構造とした防火対象物にあっては６（５）ｍ未満の場合は、同一の感知区域とする

ことができる。ただし、当該部分の幅が６(５)ｍ以上の場合は、別の感知区域とする（第１０－３８

図参照）。 

主たる取付け面 

3ｍ未満 0.6ｍ以上 

ℓ Ｌ 

同一の感知区域とすることができる。

（ａ） 

ℓ ℓ 
Ｌ 

 ａ   ｂ 

0.6ｍ以上 ℓ 3ｍ以上 

主たる取付け面 

ａ、ｂはそれぞれ別の感知区域 

（ｂ） 

第１０－３６図

(ａ) 

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 

1.5ｍ未満

ℓ どちらかに設置 

同一の感知区域とすることができる。

ℓ ℓ 
Ｌ 

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 

1.5ｍ以上 ℓ 

 ａ   ｂ 

ａ、ｂはそれぞれ別の感知区域 

(ｂ) 
第１０－３７図
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(ｴ) 主たる取付け面より深さが０．６ｍ以上の高い段違いが中央にある場合で、その低い部分の幅が

１．５ｍ未満の場合は、同一の感知区域とすることができる。ただし、当該部分の幅が１．５ｍ以上

の場合は、別の感知区域とする（第１０－３９図参照）。 

 ａ  ｂ  ｃ 

Ｌ Ｌ ℓ ℓ ℓ ℓ

主たる取付け面 主たる取付け面 

0.6ｍ以上 

6(5)ｍ未満 

ａ、ｂ又はｂ、ｃは同一の感知区域とすることができる。た

だし、空気管はａ及びｃの高い天井面に設置 

(ａ) 

 ａ  ｂ  ｃ 

0.6ｍ以上 

Ｌ Ｌ Ｌ 

6(5)ｍ以上 

主たる取付け面 主たる取付け面 

ℓ ℓℓ ℓℓℓ

ａ、ｂ、ｃはそれぞれ別の感知区域 

(ｂ) 

第１０－３８図

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 主たる取付け面 

1.5ｍ未満 

Ｌ ℓℓ

同一の感知区域とすることができる。

(ａ) 
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ケ 取付け面より０．５ｍ以上、下がった部分に短辺が３ｍ以上で、かつ、面積が２０㎡以上の棚又は張

出し等がある場合は、取付け面とは別の感知区域とすること（第１０－４０図参照）。 

0.5ｍ以上 

3ｍ以上 

吊
り
天
井

3ｍ 

以上 

3ｍ以上 

吊り天井部分 

20 ㎡以上 

天井面の空気管へ 

(断面図) (平面図) 

（ａ） 

0.5ｍ以上 

3ｍ以上 

(断面図) 

天井面の空気管へ 

棚又は張出し 

部分 20 ㎡以上 

3ｍ以上 

3ｍ以上 

(平面図) 

第１０－４０図

（ｂ） 

0.6ｍ以上

1.5ｍ以上 3ｍ以上 3ｍ以上 

Ｌ Ｌ Ｌ ℓ ℓ ℓ ℓ ℓ ℓ

主たる取付け面 主たる取付け面 

ａ、ｂ、ｃはそれぞれ別の感知区域 

ａ ｂ ｃ 

(ｂ) 

第１０－３９図
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コ 棚又は張出し等と取付け面との距離が０．５ｍ未満の場合で、当該棚又は張出し等の天井面に相当す

る部分には、感知器の設置を省略することができる（第１０－４１図参照）。 

サ 傾斜形の天井で、当該天井面の傾斜角度が１０分の３未満の場合は、平面の天井とみなして設置する

こととなるが、傾斜角度が１０分の３以上のときは、建物の両側の壁から１．５ｍ(ℓ)を除いた幅を空

気管の平均設置間隔（耐火構造６ｍ、その他の構造５ｍ）以内となるように空気管の必要本数を割り出

し、頂部に１本以上設置するほか、頂部を密とし、空気管の平均間隔が６(５)ｍ以下となるようにし、

かつ、設置位置が左右対称となるようにすること。この場合、粗となる空気管の最大間隔は９(８)ｍを

超えないこと（第１０－４２図参照）。 

シ 越屋根がある場合で、傾斜形の天井部分の傾斜角度が１０分の３以上の場合は、前サの傾斜形の天井

に準じて行い、越屋根部分については、次により設けること。 

なお、越屋根は、換気等の目的に使用される場合を想定し、熱気流の経路となるような位置を選定し

て設けること。 

(ｱ) 越屋根部の幅が１．５ｍ未満の場合は、越屋根部の基部には、それぞれ１本の空気管を設けるこ

と（第１０－４３図参照）。 

(ｲ)  越屋根部の幅が１．５ｍ以上の場合は、越屋根部を一の感知区域とし、越屋根の合掌部の頂部に

空気管を設けるほか、傾斜天井部は、前サの前段により設けること（第１０－４４図参照）。 

(ｳ)  越屋根部の構造がベンチレーター等による換気等の目的に使用されているもの又は越屋根が構造

上設置困難なものは、越屋根の基部に一の感知区域とみなして空気管を設けること（第１０－４５図

参照）。この場合、別の検出器で警戒しないようにすること。 

Ｌ ℓℓ

ℓ

ℓ

ℓ

ℓ

(断面図) (平面図) 
第１０－４１図 

0.5ｍ未満 
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1.5ｍ未満 

左右対称とする。 

1.5ｍ以上 

一の感知区域 

第１０－４４図 第１０－４３図

第１０－４２図

3 以上 

10 

3ｍ 

(2ｍ)

6ｍ 

(5ｍ)

9ｍ 

(8ｍ)1.5ｍ

40ｍ 

(34ｍ)

（断面図） 

1ｍ 

以内 

1.5ｍ 

1.5ｍ
（平面図） 

頂部に１本以上 
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ス のこぎり形天井の場合で、傾斜角度が１０分の３以上の場合は、傾斜形天井の例に準じて設けるほか、

のこぎり形状ｄの深さによる感知区域は、次によること。 

(ｱ) ｄの深さが０．６ｍ以上の場合は、傾斜角度にかかわらず、ａとｂはそれぞれ別の感知区域とす

ること（第１０－４６図参照）。 

(ｲ) ｄの深さが０．６ｍ未満であれば、ａとｂは同一の感知区域とすることができる。 

また、傾斜角度が１０分の３未満であれば平面天井とみなして設置することができる（第１０－ 

４７図参照）。 

セ 円形天井の場合で、傾斜角度１０分の３以上の場合は、前コの傾斜形天井に準じて設置する（第１０

－４８図参照）。 

円形天井の傾斜角度の算出は、円形天井の最頂部と最低部を直線で結んだ角度が１０分の３以上の場

合に傾斜天井とみなす（第１０－４９図参照）。 

また、円形天井が２以上隣接している場合で、ｄの深さが０．６ｍ以上の場合は傾斜角度にかかわら

ず、ａとｂはそれぞれ別の感知区域とすることができる（第１０－５０図参照）。 

3 以上 

10 

ℓ

ａ ｂ

ｄ

同一の感知区域 

ａ ｂ

ｄ

第１０－４７図 第１０－４６図

ｄ＝0.6ｍ未満 

ｄ＝0.6ｍ以上 

第１０－４５図

越屋根部分（感知区域） 

２重巻又はコイル巻 
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ソ  逆円形天井で、ｄの深さが０．６ｍ以上であればａ、ｂはそれぞれ別の感知区域とみなし、ｄの深さ

が０．６ｍ未満の場合は、ａとｂは同一の感知区域とすることができる（第１０－５１図参照）。設置

方法は、原則として傾斜形天井に準じて設けるほか、ｄの深さが０．６ｍ以上であれば傾斜角度に関係

なく、ａとｂはそれぞれ別の感知区域とみなして設置すること（第１０－５２図参照）。 

3 以上 

10 

第１０－４９図

ｄ 

ａ ｂ 

第１０－５０図

ｄ

ａ ｂ

第１０－５１図

ℓ

ℓ ℓ

ℓ

(断面図) (平面図) 

第１０－４８図

ℓℓ

ｄ

ａ ｂ

ℓ

ℓ
ℓ

ℓ ℓ

ℓ

一の感知区域(ａ) 一の感知区域(ｂ) 

(断面図) 

(平面図) 

第１０－５２図
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(6) 差動式分布型感知器（熱電対式のもの） 

ア 熱電対部の最小接続個数は、一の感知区域ごとに４個以上とすること（第１０－５３図参照）。 

イ 熱電対部の最大接続個数は、一の検出部につき２０個以下とすること。 

ウ 熱電対部は、取付面の下方０．３ｍ以内に設けること。ただし、接続電線は、天井裏等にいんぺいと

することができる（第１０－５４図参照）。 

エ 熱電対部と接続電線との最大合成抵抗値は、一の検出部につき、当該検出部に明記されている最大合

成抵抗値以下となるように接続すること。 

オ 熱電対部は一の感知区域ごとに取付面の高さに応じ、第１０－７表の床面積（Ａ）に対して設置個数

（Ｂ）を、床面積が（Ａ）を超えるときは同表右欄による個数を算出して、火災を有効に感知するよう

に設けること。 

第１０－７表

 床面積(Ａ) 設置個数(Ｂ) 床面積が(Ａ)を超えるとき 

耐   火 ８８㎡ ４個以上 
２２㎡までを増す

ごとに 
(Ｂ)に１個を加え

た個数以上 

そ の 他 ７２㎡ ４個以上 
１８㎡までを増す

ごとに 

なお、具体的には次により設けること。 

(ｱ) 一の感知区域で主要構造部が耐火構造の場合２２㎡（その他の構造の場合１８㎡）で割り、小数

点は切上げて整数として熱電対部の個数を算出する。この場合、４個以下の場合は最少接続個数の４

0.3ｍ以内 

熱電対部 

第１０－５４図

接続電線 

（ａ） （ｂ） 

熱電対部 

熱電対部 

第１０－５３図
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個とする。 

(ｲ) 前(ｱ)により算出された熱電対部の個数を検出部１台当りの最大接続個数２０で割り、小数点以下

は切り上げて整数として検出部の台数を算出する。 

(ｳ) 熱電対部を建物の形状にあわせて、有効に感知するように配置する（第１０－５５図参照）。 

ａ 耐火構造の場合は、ａ×ｂ≦２２㎡の区画ごとに熱電対部を１個以上設ける。 

ｂ その他の構造の場合は、ａ×ｂ≦１８㎡の区画ごとに熱電対部を１個以上設ける。 

ｃ 区画のａ：ｂの比率は、１：４．５以内となるように設定し、耐火構造の場合は長辺が９．９ｍ

を超えてはならず、この場合の短辺は２．２ｍより大きくても小さくてもいけない。また、その他

の構造の場合は、長辺は９ｍを超えてはならず、この場合の短辺は２ｍとしなければならない。 

ｄ 第１０－８表は、区画の１：４．５の比率におけるａ及びｂの長さの例を示したものである。 

ｅ この区画のおおむね中央部に熱電対を設ける。 

第１０－８表 

耐火構造の場合 その他の構造の場合 

ａ×ｂ≦２２㎡ ａ×ｂ≦１８㎡ 

2.2×9.9 6×3.6 2×9 6×3 

  3×7.3 7×3.1 3×6 7×2.5 

  4×5.5 8×2.7 4×4.5 8×2.2 

  5×4.4 9×2.4 5×3.6 9×2 

ａ 

ｂ 

（ａ） （ｂ）

ａ 

ｂ 

第１０－５５図
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カ 特殊な場所の場合は、前２(5)オからソまでを準用し、感知区域を定めること。 

(7) 煙感知器（イオン化式、光電式スポット型、イオン化アナログ式スポット型、光電アナログ式スポッ

ト型）は、次によること。 

ア 感知器は、壁又ははりから０．６ｍ以上離れた位置に設けること（第１０－５６図参照）。 

イ 感知器は、取付け面の下方０．６ｍ以内の位置に設けること（第１０－５７図参照）。 

ウ 天井の低い居室又は狭い居室にあっては、入口付近に設けること（第１０－５８図）。 

エ 天井付近に吸気口のある場所は、その吸気口付近に設け、吹出口がある場合は、１．５ｍ以上離れた

位置に設けること（第１０－５９図参照）。 

Ｓ 

出入口 

① 天井が低い居室とは、床面から天井まで

の距離が、2.3ｍ未満の居室をいう。 

② 狭い居室とは、40 ㎡未満の居室をいう。

第１０－５８図

1.5ｍ以上

吹出し口 

Ｓ 

吸気口 

第１０－５９図

Ｓ 

Ｓ 

0.6ｍ以上 

0.6ｍ以内 

第１０－５７図

Ｓ Ｓ 

0.6ｍ以上 0.6ｍ以上 

0.6ｍ以上 

第１０－５６図 
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オ 廊下及び通路の歩行距離３０ｍ(３種にあっては２０ｍ)につき１個以上を廊下及び通路の中心に設

けること（第１０－６０図参照）。この場合の歩行距離は、原則として中心線にそって測定する。（エレ

ベーターホール、玄関ホールは廊下と同じ。） 

カ 廊下及び通路が傾斜している場合は、歩行距離が３０ｍにつき垂直距離がおおむね５ｍ未満であると

きは、廊下及び通路に準じて設けること（第１０－６１図参照）。 

キ 廊下及び通路等で１ｍ以上のはり等がある場合は、火災を早期に感知するため、隣接する両側の二の

感知区域までを限度として感知器を設けること（第１０－６２図参照）。 

Ｓ Ｓ 

Ｓ 

15(10)ｍ 

以下 

30(20)ｍ以下 30(20)ｍ以下 

15(10)ｍ 

以下 

廊下・通路 

( )内の数字は 3種の場合を示す。 

第１０－６０図

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 
15(10)ｍ 

以下 

30(20)ｍ 

以下 

30(20)ｍ 

以下 

(ａ) 

歩行距離 30ｍ 

約 10° 
5ｍ未満

(ｂ) 
第１０－６１図

Ｓ Ｓ 

1ｍ以上のはり等 

第１０－６２図
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ク 廊下及び通路から階段に至るまでの歩行距離が、１０ｍ以下の場合は、当該廊下及び通路の煙感知器

を設けないことができる（第１０－６３図参照）。 

居   室 

廊下・通路 

10ｍ以下 

(ａ) 

廊下・通路 

居   室 

10ｍ以下 

(ｂ) 

Ｓ Ｓ 

10ｍ以下 10ｍ以下 

(ｄ) 

20ｍ以下 

×印：感知器不要 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ Ｓ 

10ｍ以下 10ｍ以下 20ｍを超え 30ｍ以下 

(ｅ) 
×印：感知器不要 

第１０－６３図

居   室 居   室 

廊下・通路 

10ｍ以下 10ｍ 

以下 

(ｃ) 
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ケ エレベーター昇降路、リネンシュート、パイプダクト、その他これらのたて穴には、最頂部に煙感知

器を設けること。 

なお、昇降路の頂部とエレベーター機械室との間に開口部があれば、当該開口部の面積に関係なく、

エレベーター機械室の天井面に煙感知器を設置すれば、エレベーター昇降路の頂部には煙感知器を設け

ないことができる。また、油圧式のように上部に開口部のない場合は、昇降路の頂部に設けなければな

らない（第１０－６４図参照）。 

コ パイプダクト（縦方向）で、水平断面積が１㎡以上ある場合は、最頂部に１個以上設けること。この

場合、シャフトの開口部Ｂの部分が１㎡未満の場合でもシャフトの断面積Ａ＋Ｂの部分が１㎡以上の場

合は、煙感知器を設けること（第１０－６５図参照）。 

なお、吸排気ダクト及びダストシュートで、じんあい等が著しく発生する箇所には設けないことがで

きる。 

サ パイプダクトその他これらに類する場所が、各階又は２の階ごとに完全に水平区画されている場合は、

感知器を設けないことができる（第１０－６６図参照）。 

なお、出入口等が設けてある場合にあっては、出火危険性が少ない部分を除き、水平断面積１㎡以上

のものには感知器を設けること。 

Ｓ 

エレベーター昇降路 

エレベーター機械室 

開口部 

第１０－６４図

○Ｂ

○Ａ

第１０－６５図

(a) 各階ごとに区画されている場合 (b) ２の階ごとに区画されている場合 

第１０－６６図
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シ 階段及び傾斜路は、垂直距離１５ｍ（３種にあっては１０ｍ）につき１個以上（省令第２３条第４項

第７号ヘに規定する特定１階段等防火対象物（以下この項において「特定１階段等防火対象物」という。）

にあっては、１種又は２種の感知器を垂直距離７．５ｍにつき１個以上）を、それぞれ室内に面する部

分又は上階の床の下面若しくは頂部に設けること（第１０－６７図（ａ）参照）。 

なお、階段頂部が最上階の天井面と同一の場合は、できるだけ室内に近い部分で維持管理上支障ない

位置に設けること（第１０－６７図（ｂ）参照）。 

ス 地下階がある場合は、地階の階数が一の場合を除き地上階と地下階は別の警戒区域とし、感知器は地

上階と地下階とを分けて設ける（第１０－６８図参照）。 

セ エスカレーター等は、垂直距離１５ｍ（３種にあっては１０ｍ）につき、１個以上設けること（第 

１０－６９図参照）。 

なお、傾斜路で勾配６分の１以上となるものは階段の例により設けること。 

Ｓ
室 内 

15(10)ｍ 

以下 

第１０－６７図

Ｓ

（ａ） （ｂ） 

３Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

Ｂ１Ｆ 

Ｓ

ＧＬ 

15(10)ｍ 

以下 

(ｂ) 

３Ｆ 

２Ｆ 

１Ｆ 

Ｂ１Ｆ 

Ｂ２Ｆ 

Ｓ

Ｓ

ＧＬ 

15(10)ｍ 

以下 

15(10)ｍ 

以下 

(ａ) 
第１０－６８図
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ソ ２以上の階段の場合で、下階と上階との階段の距離が５ｍ未満であれば、同一の階段とみなして感知

器を設けることができる（第１０－７０図参照）。 

タ 煙感知器は、廊下、通路、階段及び傾斜路を除き、一の感知区域ごとに感知器の種別及び取付面の高

さに応じて、第１０－９表の感知面積につき１個以上の感知器を設けること。 

なお、アナログ式スポット型感知器は、設定表示濃度により相当種別のものとして取扱うこと。 

第１０－９表

取付け面の高さ

感知器種別 
４ｍ未満 

４ｍ以上 

１５ｍ未満 

１５ｍ以上 

２０ｍ未満 

１   種 

１５０㎡ ７５㎡ 

７５㎡ 

２   種 

３   種  ５０㎡  

Ｓ

15(10)ｍ 

以下 

第１０－６９図 

Ｓ

5ｍ未満 

5ｍ未満 

(ａ) 

Ｓ

5ｍ未満 

5ｍ未満 

(ｂ) 

第１０－７０図
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チ 短辺が３ｍ未満の細長い居室等に設ける場合は、前オの廊下及び通路を準用して感知器を設けること。 

ツ 小区画の場合は、次によること。 

(ｱ) はり等の深さが０．６ｍ以上１ｍ未満で小区画が連続している場合は、第１０－１０表に示す面

積の範囲内で、かつ、同表に示す面積の範囲ごとに同一の感知区域とすることができる。この場合、

同表の感知面積の合計の範囲内で、かつ、感知器を設置した区画に他の区画が接していること（第 

１０－７１図参照）。 

なお、アナログ式スポット型感知器は設定表示濃度により相当種別のものとして取扱うこと。 

第１０－１０表

取付け面の高さ 

感知器種別 

感知面積の合計 

４ｍ未満 
４ｍ以上 

８ｍ未満 

８ｍ以上 

１５ｍ未満 

１５ｍ以上 

２０ｍ未満 

１   種 ６０㎡ ６０㎡ ４０㎡ ４０㎡ 

２   種 ６０㎡ ６０㎡ ４０㎡  

３   種 ２０㎡    

(ｲ) ０．６ｍ以上１ｍ未満のはり等によって区画された１０㎡以下の小区画が１つ隣接してある場合

は、当該小区画を含めて同一の感知区域とすることができる。この場合、感知器は小区画に近接して

設けること（第１０－７２図参照）。 

なお、小区画を含めた合計面積は、感知器の種別によって定められている感知面積の範囲内である

こと。 

0.6～1ｍ未満のはり等 

(ａ) 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

0.6～1ｍ未満のはり等 

(ｂ) 第１０－７１図

10 ㎡以下 

0.6～1ｍ 

未満のはり等 

第１０－７２図

Ｓ 
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テ 段違い天井で段違いが０．６ｍ以上の場合は、次によること。 

(ｱ) 段違いを含む居室などの幅が６ｍ未満であれば、段違いの形状にかかわらず、当該居室等を同一

の感知区域とすることができる（第１０－７３図参照）。 

(ｲ) 主たる取付け面より低い段違いがある場合は、段違いの低い部分の幅が３ｍ未満であれば同一の

感知区域とすることができる。この場合、感知器は当該居室等の面積に必要な個数を高い天井面に設

けることができる（第１０－７４図参照）。 

(ｳ) 主たる取付け面より高い段違いがある場合は、段違いの高い部分の幅が１．５ｍ未満の場合は、

同一の感知区域とすることができる（第１０－７５図参照）。この場合、感知器は当該居室等の面積

に必要な個数を低い天井面に設けることができる。 

(ｴ) 主たる取付け面より低い段違いの部分の幅が６ｍ未満の場合は、高い天井面と同一の感知区域と

することができる（第１０－７６図参照）。 

なお、感知器は、当該居室の面積に必要な個数を設けること。 

(ｵ) 主たる取付け面よりも高い段違いの部分の幅が３ｍ未満の場合は、低い天井面と同一の感知区域

とすることができる（第１０－７７図参照）。 

なお、感知器は、当該居室の面積に必要な個数を設けること。 

0.6ｍ以上 

6ｍ未満 

同一の感知区域 

第１０－７３図

0.6ｍ以上 

3ｍ未満 

Ｓ 

同一の感知区域 

第１０－７４図

主たる取付け面 

Ｓ 

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 

1.5ｍ未満

同一の感知区域 

第１０－７５図

1.5ｍ以上 1.5ｍ以上6ｍ未満 

0.6ｍ以上 
Ｓ Ｓ 

同一の感知区域 

第１０－７６図

主たる取付け面 主たる取付け面 
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(ｶ) 段違い天井において、感知器の設置場所が３ｍ未満で細長い場合は、前チの細長い居室等を準用

する（第１０－７８図参照）。 

ト 棚又は張出し等のある場合の感知区域については、前(3)サを準用すること。 

ナ 傾斜形天井の傾斜角度１０分の３未満の場合は、平面天井とみなして設置することができるが、傾斜

角度が１０分の３以上の場合は同一の感知区域内の床面積を感知器１個当たりの感知面積で除して感

知器の必要個数を算出し、頂部に設けるほか、感知器設定線が第１０－１１表に示すＬｍを超える場合

は、頂部からＬｍごとに、Ｌｍのほぼ中間に設ける（第１０－７９図参照）。この場合、頂部を密にし、

傾斜が同一形状の場合は左右対称となるように設けること。 

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 

3ｍ未満 

（断面図） 

Ｓ 
Ｓ 

Ｓ 

3ｍ未満 

1/2Ｌ 

1/2Ｌ 

Ｌ以内 
Ｌは 30ｍ(2 種) 

20ｍ(3 種) 

（平面図） 

第１０－７８図

0.6ｍ以上 

主たる取付け面 主たる取付け面 

Ｓ 

3ｍ未満 

同一の感知区域 

第１０－７７図
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第１０－１１表 

感知器設定線 取付け面の平均高さ 

Ｌ（ｍ） 
４ｍ未満 

４ｍ以上 

８ｍ未満 
８ｍ以上 

１２ ９ ７ 

ニ のこぎり天井の場合も傾斜角度が１０分の３以上の場合は、前ナの傾斜形天井の場合を準用する。た

だし、感知区域の設定は、のこぎり部分の深さｄが０．６ｍ以上の場合は傾斜角度にかかわらず、ａと

ｂはそれぞれ別の感知区域とすること（第１０－８０図（ａ）参照）。 

なお、傾斜角度が１０分の３未満の場合は、平面天井とみなし、設けることができるが、ｄの深さが

Ｓ Ｓ 

Ｓ Ｓ 

Ｓ 

Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ
Ｌ

未

満

Ｌ

未

満

ｈ

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ 

Ｓ Ｓ 

Ｓ Ｓ 

Ｓ Ｓ 

Ｓ Ｓ 

Ｌ Ｌ Ｌ Ｌ
Ｌ

未

満

Ｌ

未

満
（平面図） 

（断面図） 

第１０－７９図

3 以上 

10 
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０．６ｍ以上の場合は、ａとｂそれぞれ別の感知区域とすること（第１０－８０図（ｂ）参照）。 

ヌ 円形天井の場合も円形部の最低部と最頂部を結ぶ線の傾斜角度が１０分の３以上の場合は、前ナの傾

斜形天井の場合を準用するが、ｄの深さが０．６ｍ以上の場合、前ニと同様に傾斜角度にかかわらず、

ａとｂは別の感知区域とすること（第１０－８１図参照）。この場合、感知器は頂部を密に設けること。 

ネ 越屋根天井の設置方法は、前ナの傾斜形天井の場合を準用するが、越屋根部分については次により設

けること。 

なお、越屋根は換気等の目的に使用されているものが多いので、感知器の設置は構造等を十分に確認

し、感知器を設置すること。 

(ｱ) 越屋根の幅が１．５ｍ未満の場合は、越屋根部の基部にそれぞれ１個以上の感知器を設けること

（第１０－８２図参照）。 

(ｲ) 越屋根部の幅が１．５ｍ以上の場合は、越屋根部の合掌部及び越屋根部の基部に設けること（第

１０－８３図参照）。ただし、越屋根が換気等の目的に使用されているもの又は構造上設置困難な場

合は、越屋根の合掌部に設ける感知器を熱気流の流通経路となる位置で、かつ、左右対称となるよう

に設けることができる（第１０－８４図参照）。 

3 以上 

10 

ａ ｂ 

(ａ) 

ｄ 

ａ ｂ 

(ｂ) 

ｄ 

3 未満 

10 

第１０－８０図

3 以上 

10 

（断面図）

ｄ 

ａ ｂ 

（平面図）

第１０－８１図

Ｓ

Ｓ

ＳＳ

ａ 
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(8) 光電式分離型感知器、光電アナログ式分離型感知器は、次によること。 

ア 感知器の受光面は日光を受けないように設けること。 

イ 感知器の光軸（感知器の送光面の中心と受光面の中心とを結ぶ線をいう。以下この項において同じ。）

が、平行する壁から０．６ｍ以上離れた位置となるように設けること。 

ウ 感知器の送光部及び受光部は、その背部の壁から１ｍ以内の位置となるように設けること。 

エ 感知器を設置する区域の天井等（天井の室内に面する部分又は上階の床若しくは屋根の下面をいう。

以下この項において同じ。）の高さが、２０ｍ未満の場所に設けること。 

オ 天井等の高さが１５ｍ以上２０ｍ未満の場所に設けるものは、１種又はアナログ式にあっては１種相

当のものとすること。 

カ 感知器の光軸の高さが、天井等の高さの８０％以上となるように設けること。 

キ 感知器の光軸の長さが、当該感知器の公称監視距離の範囲内となるように設けること。 

なお、光軸の長さは感知器のレンズ面を基準とすること。 

ク 感知器は、壁によって区画された区域ごとに、当該区域の各部分から一の光軸までの水平距離が７ｍ

以下となるように設けること（第１０－８５図参照）。 

なお、光電式分離型を設ける場合に限り警戒区域の一辺の長さを１００ｍ以下とすることができるた

め、光軸を中心に左右７ｍとすると分離型の感知面積は１，４００㎡となるが、警戒区域の面積は原

3以上 

10 

1.5ｍ以上 

(断面図) 

第１０－８４図

基部に移す 

1.5ｍ以上 
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第１０－８３図第１０－８２図
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3以上 

10 

3 以上 
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則として６００㎡以下、主要な出入口から内部が見通すことができる場合は１，０００㎡以下とするこ

とができるため、１，０００㎡を超えて設定することはできない。 

ケ 傾斜等がある天井等、凹凸がある壁面を有する防火対象物等に感知器を設ける場合については、前ア

からカまでによるほか、次によること。 

(ｱ) 傾斜形天井等（切妻、片流れ、のこぎり、差掛、越屋根等の形状を有する屋根の下面等をいう。

以下この項において同じ。）における監視区域の設定 

傾斜形天井等（越屋根の形状を有するものを除く。）に感知器を設置する場合は、一の感知器の監

視区域（１組の感知器が火災を有効に感知することができる区域で、光軸を中心に左右に水平距離７

ｍ以下の部分の床から天井等までの区域をいう。）を、まず天井等の高さが最高となる部分を有効に

包含できるように設定し、順次監視区域が隣接するように設定すること。ただし、天井等の高さが最

高となる部分の８０％の高さより軒の高さ（建基令第２条第１項第７号に規定する軒の高さをいう。

以下この項において同じ。）が高い場合は、この限りでない。 

(ｲ) 感知器の設置 

ａ 傾斜天井の例 

(a) 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ）の８０％未満（ｈ＜０．８Ｈ）

となる場合（第１０－８６図参照） 

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

14ｍ以下 

0.6ｍ以上 7ｍ以下 
1ｍ以内 1ｍ以内

光 軸 

光 軸 

受光部 

送光部 

送光部 

受光部 

5ｍ～100ｍ以下 
(公称監視距離の範囲内) 

第１０－８５図

h
0.8H 

H 

記号： ・ は感知送光部、 は感知受光部、 は監視区域を示す。

（以下各図において同じ。） 第１０－８６図 
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(b) 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ）の８０％以上（ｈ≧０．８Ｈ）

となる場合。この場合、光軸の設定はＡ方向又はＢ方向のいずれでもよい（第１０－８７図参照）。 

ｂ のこぎり形天井等の例 

(a) 軒の高さ(ｈ１、ｈ２)が天井等の高さの最高となる部分の高さ（ｈ１、Ｈ２）の８０％未満（ 

ｈ１＜０．８Ｈ１、ｈ２＜０．８Ｈ２）となる場合（第１０－８８図参照） 

(b) 軒の高さ(ｈ１、ｈ２)が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）の８０％以上（ 

ｈ１≧０．８Ｈ１、ｈ２≧０．８Ｈ２）となる場合（第１０－８９図参照） 

第１０－８９図

H2

h2

H1

h1

h
0.8H 

H 

第１０－８７図

Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

第１０－８８図

H2

h2

H1

h1
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ｃ 差掛形天井等の例 

(a) 軒の高さ(ｈ１、ｈ２)が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）の８０％未満（ 

ｈ１＜０．８Ｈ１、ｈ２＜０．８Ｈ２）となる場合（第１０－９０図参照） 

(b) 軒の高さ(ｈ１、ｈ２)が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）の８０％以上（ 

ｈ１≧０．８Ｈ１、ｈ２≧０．８Ｈ２）となる場合（第１０－９１図参照） 

(ｳ) 越屋根を有する傾斜形天井における監視区域の設定    

越屋根を有する傾斜形天井等の場合は、次によること。 

ａ 越屋根部の幅が１．５ｍ以上の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、当該越屋根部を有効に包含

できるように監視区域を設定するものとする（第１０－９２図参照）。ただし、越屋根が換気等の

目的に使用されているもの又は構造上設置困難なものにあっては、当該越屋根部の基部にそれぞれ

光軸が通るように監視区域を設定すること（第１０－９３図参照）。 

Ｈ1

ｈ1

ｈ2

Ｈ2

第１０－９０図

第１０－９１図

Ｈ1

ｈ1

ｈ2

Ｈ2



第 10 自動火災報知設備 

3-179 

ｂ 越屋根部の幅が１．５ｍ未満の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、当該越屋根部の基部の中心

付近に光軸が通るように監視区域を設定するとともに、順次監視区域を隣接するように設定するこ

と（第１０－９４図参照）。 

1.5ｍ以上 1.5ｍ以上 

第１０－９２図

1.5ｍ未満 
1.5ｍ未満 

第１０－９４図

1.5ｍ以上 

第１０－９３図

1.5ｍ以上 
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(ｴ) アーチ、ドーム形の天井等における監視区域の設定 

ａ アーチ形の天井の場合は、監視区域をアーチ形天井等の高さが最高となる部分を有効に包含でき

るように設定し、順次監視区域を隣接するように設定するものとする（第１０－９５図参照）。 

ｂ ドーム形天井等の場合は、当該感知器の光軸がドーム形天井等の各部分の高さの８０％以上に収

まり、かつ、未監視区域が生じないように設けること。 

(ｵ) 凹凸がある壁面の場合 

監視区域を設定する場合、凹凸がある壁面と光軸との水平距離は、当該壁面の最深部から７ｍ以下

とすること（第１０－９６図（ａ）参照）。この場合、凹凸の深さが７ｍを超える部分にあっては、

未監視部分が生じないように当該部分をスポット型感知器等で補完する等の措置を講じること（第 

１０－９６図（ｂ）参照）。 

壁 

0.6ｍ以上 

7ｍ以下 

光 軸 

(ａ) 

未 監 視 部 分 
壁 

0.6ｍ以上 

7ｍ 

光 軸 

(ｂ) 

第１０－９６図

第１０－９５図
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コ 感知器の公称監視距離を超える空間の場合 

感知器の公称監視距離を超える空間に感知器を設定する場合は、未監視部分が生じないように光軸を

連続して設定すること（第１０－９７図（ａ）参照）。 

なお、感知器の維持管理等のために天井等の部分に通路等を設ける場合は、隣接する感知器の水平距

離は１ｍ以内とすること（第１０－９７図（ｂ）参照）。 

サ 留意事項 

(ｱ) 感知器の光軸の高さは、天井等の各部分の高さの８０％以上となるように設定すること（第１０

－９８図参照）。 

Ｓ Ｓ

ＳＳ

1ｍ以内 

天 井 等 

1ｍ以内
   （ａ） 

Ｓ

1ｍ以内 

天 井 等 

1ｍ以内

（ｂ） 

Ｓ ＳＳ

1ｍ以内

通路等(ｷｬｯﾄｳｫｰｸ) 

第１０－９７図

h1 H1 h2 H2h3H3

h1=0.8H1   h2=0.8H2   h3=0.8H3

第１０－９８図
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(ｲ) 感知器は、壁、天井等に確実に取付けるとともに、衝撃、振動等により、容易に光軸がずれない

ような措置を講じること。 

(ｳ) 隣接する監視区域に設ける感知器の送光部及び受光部は、相互に影響しないように設けること。 

(ｴ) 感知器に受信機等からの電源を供給する配線（送光部、受光部間の配線を含む。）は、耐熱保護配

線によること。また、感知器からの中継器又は受信機までの信号線についても同様とすること。 

(9) 炎感知器は、次によること。 

道路の用に供される部分以外の部分の感知器は、屋内に設ける場合は屋内型のもの、屋外に設ける場合

は屋外型のものを次により設けること。 

ア 天井等又は壁に設けること。 

イ 壁によって区画された区域ごとに、監視空間（当該区域の床から高さ１．２ｍまでの空間）の各部分

から当該感知器までの距離（以下この項において「監視距離」という。）が公称監視距離の範囲内とな

るように設けること（第１０－９９図及び第１０－１００図参照）。 

Ө

床 
1.2ｍの空間

有効に監視できる空間 

中心点 

Ө

炎感知器 

視野角 

監視すべき空間 

中心線 

中心点 

第１０－９９図
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ウ 障害物等により感知を妨げられないように設置すること。 

なお、監視空間内にある１．２ｍ以下の物によって遮られる部分は、感知障害がないものとして取扱

い、監視空間を超える障害物等がある場合又は監視範囲を遮る障害物等がある場合は、監視空間に未監

視部分ができるため、当該未監視部分を監視する感知器と別に設けること（第１０－１０１図及び第 

１０－１０２図参照）。 

Ｂ

壁

Ａ

壁
Ｂの監視空間 

Ａの監視空間 

α α

床  面 断 面 図 

中心点 中心点 

取付高さ 5ｍ 

取付角度 30° 

取付高さ 5ｍ 

取付角度 30° 

Ａ

壁

Ｂ

壁
平 面 図 

α

Ａの有効監視空間 

Ｂの有効監視空間 

Ａ、Ｂの中心点 

Ａ、Ｂの取付角度 

Ａ、Ｂの中心線 

第１０－１００図

1.2ｍ 
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エ 日光を受けない位置に設けること。ただし、感知障害が生じないように遮光板等を設けた場合は、こ

の限りでない。 

(10) 複合式スポット型感知器は次によること。 

複合式スポット型感知器は、感知区域、取付面の高さ、取付面から感知器の下端までの距離については、

その有する種別に対応して定められた規定（省令第２３条第４項第２号）を同時に満足するものでなけれ

ばならない。 

なお、それぞれの設定は、次によること。 

ア 感知区域の設定 

感知区域の設定は、前(3)イのとおり、壁又は取付面から熱式スポット型感知器にあっては０．４ｍ、

Ө

天 井 等 

床
1.2ｍ 

未監視部分 

感知器 

（ａ） 

Ө

天 井 等 

床
1.2ｍ 

第１０－１０１図（感知障害のないもの）

Ө

天 井 等 

床
1.2ｍ 

第１０－１０２図（感知障害となるもの）

感知器 

（ｂ） 

棚又は張り出し等 

未監視部分 
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煙式スポット型感知器にあっては０．６ｍ突出したはり等によって区画された部分である。したがって、

熱煙複合式スポット型感知器の場合は０．４ｍで設定すること。 

イ 取付面の高さ 

熱式スポット型感知器の取付面の高さの最高は８ｍ未満（定温式スポット型２種は４ｍ未満）、煙式

スポット型感知器の取付面の高さは、１種は２０ｍ未満、２種は１５ｍ未満、３種は４ｍ未満とされて

いる。したがって、煙式スポット型の１種又は２種と熱式スポット型（定温式２種を除く。）との熱煙

複合式の場合は８ｍ未満となる。 

ウ 感知面積の設置 

感知面積の異なる種別を組み合わせた場合の感知面積は、取付面の高さに応じて定める感知面積のう

ち、最も大きい感知面積とすることができる。定温式スポット型特種と光電式スポット型２種との熱煙

複合式を設置した場合の例としては、取付面が４ｍ未満で主要構造部が耐火構造と対象物に設ける場合

は、床面積１５０㎡につき１個以上となる。 

エ 感知器の下端 

感知器、取付面の下方から熱式スポット型にあっては０．３ｍ、煙式スポット型にあっては０．６ｍ

以内の位置に設けることとなっているので、熱煙複合式の場合は０．３ｍ以内の位置となるように設け

ること。 

(11) 多信号感知器は、次によること。 

多信号感知器の設置基準は、前(10)の複合式スポット型感知器の設置基準に準じて設けること。ただし、

光電式分離型については、感知器を設置する区域の天井等の高さについてのみ取付面の高さの基準を準用

する。 

３ 発信機 

   発信機を設ける場合は、次によること。 

(1) 機種の選定 

Ｐ型１級発信機は、原則としてＰ型１級・ＧＰ型１級受信機、Ｒ型受信機に、Ｐ型２級発信機はＰ型２

級・ＧＰ型２級受信機に組み合わせて使用すること。 

(2) 設置位置 

ア 廊下、階段等多数の者の目にふれやすい場所で、かつ、操作が容易な場所に設けること。 

イ 発信機の位置は、床面から０．８ｍ以上１．５ｍ以下に設けること。 

ウ 各階ごとに、その階の各部分から一の発信機までの歩行距離が５０ｍ以下となるよう設けること。 

(3) 設置方法 

次に掲げる場所に発信機を設ける場所は、防食、防水又は適当な防護措置を施すこと。 

ア 腐食性ガス等の発生するおそれのある場所 

イ 可燃性ガス、粉じん等が滞留するおそれのある場所 

ウ 雨水等が侵入するおそれのある場所 

４ 表示灯 

表示灯は赤色のもので、常時点灯し、その取付面と１５度以上の角度となる方向に沿って、１０ｍ離れた

場所から点灯していることが容易に識別できるものであること。 
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５ 中継器 

(1) 設置場所等 

ア 中継器は操作上支障となる障害物のない場所を選び、かつ、点検上便利な位置に設けること。 

イ 振動の激しい場所、腐食性ガスの発生するおそれのある場所又は機能障害の生じるおそれのある場所

に設けないこと。 

ウ 金属製ボックスに収める等防火上有効な措置を講じること。 

(2) 常用電源 

常用電源は、交流電源になるものとし、次によること。 

ア 受信機から電源の供給を受ける中継器 

前１(1)ア(ｱ)及び(ｳ)を準用するほか、受信機からの配線は耐火配線とすること。 

イ 受信機から電源の供給を受けない中継器 

(ｱ) 前１(1)アを準用するほか、受信機からの配線は耐熱配線とすること。 

(ｲ) 中継器の電源が停止した場合、直ちに受信機にその旨の信号を送る機能を有すること。 

(ｳ) 予備電源の良否を試験する機能を有すること。 

ウ 蓄電池設備 

前１(1)イを準用すること。 

(3) 非常電源 

前１(2)を準用すること。 

６ 地区音響装置  

(1) 音響により警報を発するもの 

Ｐ型２級受信機で１回線のもの、Ｐ型３級受信機、ＧＰ型２級受信機で１回線のもの又はＧＰ型３級受

信機を用いる警戒区域に設ける場合又は放送設備を省令第２５条の２により設置した場合を除き、次によ

り設置すること。 

ア 音圧は、取付けられた音響装置の中心から１ｍ離れた位置で９０ｄＢ以上であること。 

イ 特定１階段等防火対象物のうち、ダンスホール、カラオケボックスその他これらに類するもので、室

内又は室外の音響が聞き取りにくい場所においては、他の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取る

ことができるものであること。 

ウ 階段又は傾斜路に設ける場合を除き、感知器と連動して作動するもので、当該設備を設置した防火対

象物又はその部分の全区域に有効に報知できるように設けること。 

エ 地階を除く階数が５以上で延べ面積が３，０００㎡を超える防火対象物又はその部分にあっては、出

火階が２階以上の階の場合は、出火階及びその直上階、１階の場合にあっては、出火階、その直上階及

び地階、地階にあっては出火階、その直上階及びその他の地階に限って警報を発することもできるもの

であること。この場合において、一定の時間が経過した場合又は新たな火災信号を受信した場合には、

当該設備を設置した防火対象物又はその部分の全区域に自動的に警報を発するように措置されている

こと。 

オ 各階ごとに、その階の各部分から一の地区音響装置までの水平距離が２５ｍ以下となるように設け

ること。 
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カ 一の防火対象物に２以上の受信機が設けられているときは、いずれの受信機からも鳴動させることが

できるものであること。 

キ 劇場等の客席部分又は体育館等で、有効に音量が確保される場合には前エによらないことができる。 

ク 地区音響装置の基準（平成９年消防庁告示第９号）に適合するものであること。 

(2) 音声により警報を発するもの 

前(1)（ア及びエを除く。）によるほか、次によること。 

ア 音圧は、取り付けられた音響装置の中心から１ｍ離れた位置で９２ｄＢ以上であること。 

イ 地階を除く階数が５以上で延べ面積が３，０００㎡を超える防火対象物又はその部分にあっては、次

の(ｱ)又は(ｲ)に該当すること。 

(ｱ) 出火階が、２階以上の階の場合にあっては出火階及びその直上階、１階の場合にあっては出火階、

その直上階及び地階、地階の場合にあっては出火階、その直上階及びその他の地階に限って警報を発

することができるものであること。この場合において、一定の時間が経過した場合又は新たな火災信

号を受信した場合には、当該設備を設置した防火対象物又はその部分の全区域に自動的に警報を発す

るように措置されていること。 

(ｲ) 当該設備を設置した防火対象物又はその部分の全区域に火災が発生した場所を報知することがで

きるものであること。 

ウ スピーカーに至る回路は、自動火災報知設備の信号回路における信号の伝達に影響を及ぼさないよう

に設けるとともに、他の電気回路によって誘導障害が生じないように設けること。 

７ 蓄積機能 

蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、一の警戒区域ごとに次によること。 

(1) 感知器の公称蓄積時間並びに中継器及び受信機に設定された蓄積時間の最大時間の合計が６０秒を超

えないこと。 

(2) 蓄積式の中継器又は受信機を設ける場合で煙感知器以外の感知器を設けるときは、中継器及び受信機

に設定された蓄積時間の最大時間の合計が２０秒を超えないこと。 

(3) 一の警戒区域に蓄積型の感知器又は蓄積式中継器を設ける場合の受信機は、当該警戒区域において２

信号式の機能を有しないものであること。 

(4) 蓄積式中継器及び蓄積式受信機は、発信機を操作した場合、蓄積機能を自動的に解除できるものであ

ること。 

８ 附属品 

付属品として、次のものを備えておくこと。

(1) 予備電球 

  (2) 予備ヒューズ 

  (3) 取扱い説明書 

  (4) 受信機回路図 

  (5) 予備品交換に必要な特殊な工具 

  (6) 警戒区域一覧図 
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９ 配線等 

配線は、電気工作物に係る法令の規定によるほか、次によること。 

(1) 常時開路式の感知器の信号回路は、容易に導通試験をすることができるように、送り配線にするとと

もに、回路の末端に発信機、押しボタン又は終端器を設けること。 

(2) 電源回路と大地との間及び電源回路の配線相互の間の絶縁抵抗は、直流２５０Ｖの絶縁抵抗計で計っ

た値が、電源回路の対地電圧が１５０Ｖ以下の場合は０．１ＭΩ以上、電源回路の対地電圧が１５０Ｖを

超える場合は０．２ＭΩ以上であり、感知器回路（電源回路を除く。）及び附属装置回路（電源回路を除

く。）と大地との間並びにそれぞれ回路の配線相互の間の絶縁抵抗は、一の警戒区域ごとに直流２５０Ｖ

の絶縁抵抗計で計った値が０．１ＭΩ以上であること。 

(3) 次に掲げる回路方式を用いないこと。 

ア 接地電極に常時直流電流を流す回路方式 

イ 感知器、発信機又は中継器の回路と自動火災報知設備以外の設備の回路とが同一の配線を共用する回

路方式（火災が発生した旨の信号の伝達に影響を及ぼさないものを除く。） 

(4) 自動火災報知設備の配線に使用する電線とその他の電線とは、同一の管、ダクト（絶縁効力のあるも

ので仕切った場合においては、その仕切られた部分は別個のダクトとみなす。）又は線ぴ及びプルボック

ス等の中に設けないこと。ただし、６０Ｖ以下の弱電流回路に使用する電線にあっては、この限りでない。 

(5) 感知器回路の配線については、共通線を設ける場合、共通線１本につき７警戒区域以下とすること。

ただし、Ｒ型受信機及びＧＲ型受信機に接続される固有の信号を有する感知器又は中継器が接続される感

知器回路にあっては、この限りでない。 

(6) Ｐ型受信機及びＧＰ型受信機の感知器回路の電路の抵抗は、５０Ω以下となるように設けること。 

(7) 火災により一の階のスピーカー又はスピーカーの配線が短絡若しくは断線した場合にあっても、他の

階への火災の報知に支障のないように設けること。 

１０ 総合操作盤 

   総合操作盤は、省令第２４条第９号の規定によること。 


